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財団法人 群馬県環境検査事業団 

 
 



第 3号議案 

平成１８年度事業計画 
自 平成１８年４月  １日 

至 平成１９年３月３１日 

 

 前年度の基礎を踏まえて更に浄化槽法(以下「法」という。)第７条に規定する設置後の

水質検査、（以下「７条検査」という。）法第１１条検査に規定する定期検査（以下「１１

条検査」という。）、浄化槽に関する情報の集中管理システムの構築、情報の適正管理並び

に水環境施設アセスメント・コンサルタント事業部門の創設及び運用に努力をし、法の適

正な運用により生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため次の事業を行う。 

 
１．７条検査 
  浄化槽が適正に設置されているかを調べる検査で、完成検査に相当する重要な検査であ
る。  
 １)  検査対象予定件数         ７,０００件／年 
 ２)  検査実施率（目標）                     １００％      
人  員 ５～１０ １１～２０ ２１～５０ ５１～２００ ２０１～５００ ５０１～ 合    計 
対象件数 ６,３７６ ２０３ ３２１ ８１ １０ ９ ７,０００ 

 
２．１１条検査     
  浄化槽の保守点検及び清掃が適正に実施されているかを調べる検査である。 
 １） 検査対象施設   イ 新方式による効率化１１条検査 
                     ロ 維持管理未実施等特に問題があるとされる浄化槽 
                     ハ 処理対象人員５１人槽以上の施設 
                      
 
 ２） 検査対象予定件数                １８６,０００件 ／年 
 ３） 検査実施率（目標）                      ５０％ 以上  
人  員 ５～５０ ５１～２００ ２０１～５００ ５０１～ 合    計 
対象件数 １７９,０３７ ５,３０１ １,３０２ ３６０ １８６,０００

 
３．浄化槽に関する情報の集中管理及び情報の提供 

 群馬県浄化槽設置届出等電算化実施要領に基づき行う。 

１）情報の入力件数 

 イ 新規浄化槽          ７,５００件／年

 ロ 既設浄化槽          １８６,０００件／年  
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２）情報の出力件数   
    群馬県浄化槽設置届出等電算化実施要領の第４に規定する内容及び回数 
 
４．登録浄化槽（国庫補助指針適合合併処理型浄化槽）の実地調査 
  全国合併処理浄化槽普及促進市町村協議会の登録制度に基づく、実地調査を受託する。 
  受託件数については、未定であるが、例年約１０基／年の調査依頼があり、随時調査

を実施し調査結果の報告を行なっている。 
 
５．水環境施設アセスメント及びコンサルタント事業推進準備組織の設立 
  当事業団は法定検査を基幹業務として設立され早２５年が経過しようとしております、

本県の汚水処理計画では下水道、農集排処理施設等の普及により浄化槽の設置数は将

来１０万基を大きく割込むと予測されており、現状においても新規設置数は頭落状態

であります。現状の侭では将来法定検査事業の先細りによる業務縮小、人員整理と言

った時代が来ることは容易に推測され、今からこの様な事態に対処するため新規事業

を展開する必要があり特殊技能･技術習得者の養成、その他事業所認定資格の取得に着

手するため適任者の選考を行い新規部門を創設し準備を開始する。 
 
６．各種研修会の開催 
    浄化槽関係者の知識、技術の向上を図るための研修会を行なう。 
 
７．浄化槽に関する相談、啓蒙活動 
浄化槽検査員等の活用により、浄化槽法の周知徹底、不適正浄化槽における適切な改

善策の助言、見なし浄化槽（単独処理浄化槽）の合併処理浄化槽への設置替え促進の

ための啓蒙活動等を行なう。 
 
８．その他 
  この法人の目的を達成するために必要な事業を行なう。 
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収 支 予 算 書 

平成 18年 4月 1日から平成 19年 3月 31日まで 

     （単位：円）

  科目 当年度予算額 前年度予算額 増減 

Ⅰ 事業活動収支の部       

      
  
 

  

〔１〕 事業活動収入       

（1） 基本財産運用収入 500 500 0

（2） 事業収入 1,092,973,000 793,012,848 299,960,152

  1 7条検査手数料収入 70,062,000 70,062,000 0

  2 11条検査手数料収入 220,861,000 220,861,000 0

  3 11条効率化収入 800,000,000 500,000,000 300,000,000

  4 電算化委託収入 1,400,000 1,439,848 △ 39,848

  5 小型合併実地調査費 650,000 650,000 0

（3） 雑収入 1,000 1,000 0

  事業活動収入計 1,092,974,500 793,014,348 299,960,152

           

〔2〕 事業活動支出       

（1） 事業費支出 1,049,180,000 765,963,000 283,217,000

（2） 管理費支出 19,557,000 18,988,000 569,000

  事業活動支出計 1,068,737,000 784,951,000 283,786,000

   事業活動収支差額 24,237,500 8,063,348 16,174,152

          

Ⅱ 投資活動収支の部       

〔1〕 投資活動収入       
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（１） 固定資産売却収入 0 0 0

  投資活動収入計 0 0 0

          

〔2〕 投資活動支出       

（１） 固定資産取得支出 1,500,000 1,500,000 0

  投資活動支出計 1,500,000 1,500,000 0

   投資活動収支差額 △ 1,500,000 △ 1,500,000 0

          

Ⅲ 財務活動収支の部       

  財務活動収入計 0 0 0

  財務活動支出計 0 0 0

   財務活動収支差額 0 0 0

Ⅳ 予備費支出 6,000,000 6,000,000 0

   当期収入差額 16,737,500 563,348 16,174,152

   前期繰越収支差額     0

    当期繰越収支差額 16,737,500 563,348 16,174,152
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